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「山梨県公共工事建設発生土処分地」の設置及び管理・運営 

に関する事務処理要領 

 

（目 的） 

第１条 この要領は、山梨県及び市町村が発注する公共工事において、工事間利用が

困難な建設発生土を適正に処理するため、山梨県が受入地の確保、事業計画の

作成、受託者の選定を行い、受入準備が整った箇所を「山梨県公共工事建設発

生土処分地」として指定し、円滑な公共事業の執行に寄与することを目的とす

る。 

 

（用語の意義） 

第２条 この要領における用語の意義は、次のとおり定めるものをいう。 

（１）処分地：公共工事からの建設発生土を適正に処理することを目的とした処分

地で、県が指定した「山梨県公共工事建設発生土処分地」 

（２）受託者：県から処分地の管理・運営を委託された者 

（３）処分費：当該処分地で建設発生土１ｍ3当たりの処分に要する費用 

（４）概略計画：以下の内容により作成する計画 

    ・建設発生土の処分に関わる広域的位置付けを表示する。 

・地区の特性、課題を抽出し、実現化の諸方策について概略の検討を行う。 

    ・計画の概要として基本構想図を作成し、地元の意見を踏まえ、処分地計画

の素案としての基本構想を策定する。 

（５）基本計画：以下の内容により作成する計画 

    ・実測の測量図、現地調査等をもとに構造物の予備設計を実施する。 

・地元合意形成、関係機関協議等の結果を踏まえ、処分地整備の基本設計図

を作成する。 

・基本設計図をもとに、建設発生土搬出の時期、搬入量等を踏まえ、概ねの

事業期間、処分費を明らかにした、事業計画（案）を作成する。 

（６）事業計画：以下の内容により作成する計画 

    ・事業を実施する土地の区域について、図面により表示する。 

・設計の内容として、設計図、施工計画、施設運営計画を記載する。 

・事業期間として、事業の開始及び完了の時期を表示する。 

・資金計画書を作成し、事業に必要な収支予算を明らかにすることにより、

処分費を決定する。 
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（処分地の条件） 

第３条 処分地として指定するための基本的な条件は次のとおりとする。 

（１）処分地として、関係法令の許可が可能な土地であること 

（２）搬入完了後の土地利用に変更が無いこと 

（３）搬入は、山梨県及び県内市町村の公共工事建設発生土のみとすること 

 

（処分地候補地の選定） 

第４条 処分地候補地は、次の事項に留意し、各建設事務所が選定することとする。 

（１）候補地の選定にあたっては、管内市町村、土地に関する関係者等と十分に情

報共有を図る。 

（２）予備調査、処分地の概略設計等、必要な業務を実施するとともに、説明会等

を開催し、地元の合意形成を図る。 

（３）業務の成果及び地元の意見等を踏まえ、概略計画を決定する。 

 

（処分地候補地の決定） 

第５条 各建設事務所が、前条で選定した箇所を処分地候補地として決定するにあた

っては、次のとおりとする。 

（１）設計に必要な測量・調査等を実施し、処分地の基本設計を作成する。 

（２）基本設計をもとに、説明会等を開催し、地元の合意形成を図る。 

（３）関係法令の許可等に関する資料等を作成し、各関係機関と事前協議を実施す

る。 

（４）地元の意見、関係機関との事前協議結果等を踏まえ、基本計画を決定する。 

２ 各建設事務所は、処分地候補地を決定した後、土地所有者等と借地及び補償

に関する覚書を締結する。 

  

（処分地の事業計画の作成） 

第６条 各建設事務所が、処分地の個別具体の事業計画を作成するにあたっては、次

のとおりとする。 

  （１）処分地の管理・運営に必要となる構造物工、仮設工等について詳細設計を

実施する。 

（２）借地及び工作物等の補償に関する算定並びに宅地造成及び特定盛土等規制

法（昭和36年法律第191号）の規制に係る説明を行い、土地所有者等の同意を得

る。 
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（３）関係法令許可等に関する申請書を作成し、各関係機関に対し、必要な事務

手続を行う。 

２ 各建設事務所は、前項を踏まえ、事業計画を作成し、処分費（受入予定単

価）を決定する。 

 

（指定にあたっての事前協議） 

第７条 各建設事務所は、前条の事業計画の内容について、技術管理課と事前協議

を行う。 

  ２ 技術管理課は、事業計画の内容について審査するとともに、処分地として

適当と認めた場合は、各建設事務所に対し、その旨を回答する。 

 

（受託者の決定） 

第８条 各建設事務所が、受託者を決定するにあたっては、次のとおりとする。 

（１）別途定める「受託予定者の決定要領」に従い、受託者に必要な資格要件等を

定め、公募・審査の上、受託予定者を決定する。 

（２）受託予定者の決定にあたり、前号によりがたい場合は、別途、技術管理課と

協議する。 

（３）各建設事務所は、受託予定者と協定書を締結する。 

（４）各建設事務所は、協定書の締結について、技術管理課に報告する。 

 

（処分地の指定） 

第９条 県土整備部長は、前条の協定書の締結を確認した後、処分地の指定を行

う。 

 

（受入開始に向けた準備） 

第１０条 受入開始にあたり、各建設事務所及び受託者は以下のとおり準備を行う

ものとする。 

（１）各建設事務所は、土地所有者等と借地・補償に関する契約を締結する。ま

た、契約に基づき、支障となる物件等の除去について確認する。 

（２）受託者は、建設発生土の受入にあたり、別途定める「管理・運営基準」に

従い、施工計画書を作成し、各建設事務所の確認を得た後、受入に必要な準

備工、仮設工等の施工に着手する。 
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（土砂の受入開始） 

第１１条 受託者は、土砂の受入開始にあたり、各建設事務所の確認を受けるもの

とする。 

２ 受託者は、処分地の管理・運営に関し、施工計画書に従い、搬入土の適

正な処理及び処分地の管理を行うものとする。 

 

（受入の完了） 

第１２条 受託者は受入が完了した場合には、完了が確認出来る写真を添付し、各

建設事務所に完了報告書を提出するものとする。 

 

（事業の完了及び完了検査） 

第１３条 各建設事務所は、書類の内容及び現地の状況について完了検査を実施

し、受入が適正に完了したことを確認する。 

２ 完了検査は、各建設事務所長が行うものとする。 

３ 各建設事務所は、完了検査の結果及び事業が適正に完了したことについ

て、技術管理課に報告する。 

４ 各建設事務所は、土地所有者等と現地確認の上、引渡しを行う。 

 

（処分地の指定解除） 

第１４条 県土整備部長は、前条の報告を受けた後、当該処分地の指定の解除を行

う。 

 

（補則） 

第１５条 この要領に定めのない事項については、必要に応じて各建設事務所と技

術管理課が協議して定める。 

附則 

１．この要領は、令和３年１１月１日より適用する。 

２．この要領は、令和６年２月２６日より適用する。 
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■ 「山梨県公共工事建設発生土処分地」設置及び管理・運営の仕組み

受注業者Ａ

発注・契約

受入地

（土地所有者）

山

梨

県

受託者
協定書の締結

借地・補償契約

管理・運営

（管理・運営）

土砂搬入

処
分
費

処分費

管理・運営費

借地料
借地料

（三者契約）

県が設置（選定・設計・地元説明等）


